
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額

当 期 減 少 額

期末残高

減価償却累計額 減 損 損 失 累 計 額
差引当期末
残高 摘要

当期償却額 当期償却額 当期損益
内

当期損益
外

有形固定資産
（特定償却資産）

建 物 90¶897¶564 4¶292¶451 141¶751 2¶090 95¶048¶264 24¶254¶521 4¶566¶001 ` ` ` 70¶793¶743

建 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 3¶844¶645 568¶845 ` ` 4¶413¶490 403¶835 185¶366 ` ` ` 4¶009¶655

構 築 物 7¶814¶259 11¶275 5¶279 194 7¶820¶255 5¶062¶547 423¶851 ` ` ` 2¶757¶708

構 築 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 78¶469 6¶692 ` ` 85¶161 14¶153 4¶205 ` ` ` 71¶008

機 械 及 び 装 置 350¶619 ` ` ` 350¶619 236¶581 26¶133 ` ` ` 114¶038

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 4¶142¶438 138¶985 47¶841 1¶356 4¶233¶582 3¶593¶828 261¶479 ` ` ` 639¶754

工具・器具及び備品（ＰＦＩ） 13¶968 ` ` ` 13¶968 7¶890 1¶972 ` ` ` 6¶077

図 書 162¶249 ` ` ` 162¶249 ` ` ` ` ` 162¶249

船 舶 14¶827 ` ` ` 14¶827 14¶520 339 ` ` ` 306

車両及びその他の陸上運搬具 7¶376 ` ` ` 7¶376 7¶376 ` ` ` ` 0

計 107¶326¶418 5¶018¶250 194¶873 3¶641 112¶149¶796 33¶595¶254 5¶469¶350 ` ` ` 78¶554¶542

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

建 物 26¶018¶331 1¶855¶936 2¶406 122 27¶871¶861 6¶134¶622 1¶114¶010 ` ` ` 21¶737¶239

建 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 147¶696 30¶769 ` ` 178¶466 13¶906 7¶794 ` ` ` 164¶559

構 築 物 1¶194¶088 228¶761 ` ` 1¶422¶849 368¶774 79¶120 ` ` ` 1¶054¶075

構 築 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 333 362 ` ` 695 81 32 ` ` ` 613

機 械 及 び 装 置 553¶790 ` 619 47 553¶171 353¶842 83¶333 ` ` ` 199¶329

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 61¶758¶301 10¶720¶109 1¶812¶640 71¶637 70¶665¶770 47¶631¶216 10¶359¶773 ` ` ` 23¶034¶553

３．重要な物品供給契約
（単位：百万円）

契 約 内 容 契 約 相 手 先 契 約 年 月 未検収金額

感染動物実験施設動物飼育シス
テム 一式
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（表示方法の変更）
前事業年度において流動資産の「現金及び預金」に含めて表示しておりました譲渡性預金は、改正
後の「金融商品に関する実務指針」（平成12年１月31日公表、平成19年７月４日改正 日本公認会計士
協会 会計制度委員会報告第14号）において有価証券として取り扱うものとされたため、当事業年度
より「有価証券」として表示しております。また、譲渡性預金から生ずる受取利息は「有価証券利息」
として表示しております。

なお、前事業年度の貸借対照表において、流動資産の「現金及び預金」に含めて表示しておりまし

た譲渡性預金は8¶000百万円、前事業年度の損益計算書において、「受取利息」に含めて表示しており

ました利息は41百万円であります。

（追加情報）

法人税法改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令 平成20年４月30日

省令第32号）による耐用年数の変更に伴い、当事業年度より「機械及び装置」の耐用年数を変更し

ております。

当該変更により、前事業年度と同一の方法によった場合と比較して、経常費用（減価償却費）及び

経常収益（資産見返負債戻入）はそれぞれ22百万円増加し、損益外減価償却累計額は０百万円増加し

ております。
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